
簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

 

 次のとおり参加表明書、技術提案書及び企画提案書の提出を招請します。 

  

 令和８年４月28日 

                     愛知県警察本部長 佐藤 隆司   

 

１ 業務概要 

⑴  業務名 

愛知県警察緊急事態対処センター建築等設計 

⑵  業務内容 

愛知県警察緊急事態対処センターの新設に伴う旧中部空港警察署取壊し設

計及び愛知県警察緊急事態対処センターの建築設計業務 

⑶  履行期限  

令和10年９月29日 

２ 手続参加資格要件、選定基準及び特定基準 

⑴  技術提案書の提出者（以下「提案者」という。）に要求される資格 

本業務の手続に参加することができる者は、次に掲げる条件を備えた単体

企業とします。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当し

ない者であること。 

イ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事

務所の登録を受けている者であること。 

ウ 令和８年度及び令和９年度の愛知県建設局、都市・交通局及び建築局の

入札参加資格者名簿に、建築設計業務に係る認定を受けて登載されている

者で事務所を愛知県内に置いていること。 

エ 参加表明書及び技術提案書の提出日から本業務の見積り合わせの日まで

の間において、愛知県警察建設工事指名停止取扱要領に基づく指名停止を

受けていないこと。 

オ 参加表明書及び技術提案書の提出日から本業務の見積り合わせの日まで

の間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合

意書（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）」１

⑴アに規定する請負契約からの排除措置を受けていないこと。 

カ 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始

の申立てがなされている者又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17

条の規定による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ

し、民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者又は会社更生法に



基づく更生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請

を行い愛知県建設局、都市・交通局及び建築局から認定を受けた者につい

ては、再生手続開始又は更生手続開始の申立てがなされなかった者とみな

す。 

キ 本業務の手続に参加を希望する者との間に資本関係及び人的関係がない

こと。 

ク 愛知県警察が定める表明・確約書及び法人等（法人又は団体をいう。）

の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代

表者、その他の団体にあっては法人等の役員等と同等の責任を有する代表

者及び理事等をいう。）に係る名簿が提出されていること。 

ケ 過去10年間（今年度の４月１日の10年前から本業務の参加表明書及び技

術提案書を提出する日の前日まで）において、愛知県警察緊急事態対処セ

ンター建築等設計業務説明書（以下「説明書」という。）で示す実績を有

すること。 

コ 配置予定管理技術者は、一級建築士の資格を有すること。 

サ 予定技術者の兼務又は再委託については、説明書で示す要件を満たすこ

と。 

シ 再委託先である者が愛知県建設局、都市・交通局及び建築局の建設コン

サルタント業務等の競争入札参加資格者である場合は、当該者が指名停止

期間中でないこと。 

⑵  提案者を選定するための基準 

ア 管理技術者を除く予定技術者の資格 

イ 過去５年間の類似業務の実績 

ウ 過去10年間の受賞歴等 

エ 建築ＣＰＤの実績 

オ 手持ち業務の繁忙度 

カ 社会的取組の実施状況 

⑶  提案者を特定するための評価基準 

ア ⑵アからカまでの評価 

イ 業務の実施方針 

ウ 特定テーマに対する企画提案 

３ 手続等 

⑴  担当部局 

名古屋市中区三の丸二丁目１番１号（郵便番号460－8502） 

愛知県警察本部総務部施設課営繕係  

電話（052）951－1611 内線2274・2276・2282 



⑵  説明書の配布期間及び入手方法 

ア 配布期間 

令和８年４月28日（火）から令和８年５月21日（木）まで（日曜日、土

曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午後５時まで 

イ 入手方法 

愛知県警察ホームページから、ダウンロードしてください。 

⑶  参加表明書及び技術提案書の提出期間、場所及び方法 

ア 提出期間 

令和８年４月28日（火）から令和８年５月22日（金）まで（日曜日、土

曜日及び休日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

イ 提出場所 

⑴に同じ。 

ウ 提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る。）によること。 

⑷  企画提案書の提出期間、場所及び方法 

ア 提出期間 

令和８年６月８日（月）から令和８年７月21日（火）まで（日曜日、土

曜日及び休日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

イ 提出場所 

⑴に同じ 

ウ 提出方法 

提案者に選定された者は、企画提案書提出依頼書に基づき企画提案書を

作成し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。 

４ その他 

⑴  手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限ります。 

⑵  契約書作成の要否 

    要 

⑶  関連情報を入手するための照会窓口 

３⑴に同じ。 

⑷  提出された技術提案書及び企画提案書は、原則として返却しません。ま

た、技術提案書及び企画提案書の内容についてヒアリングを行う場合があり

ます。 

⑸  詳細は、説明書によります。 


